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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　高周波電圧を印加することによって励起されたプラズマの周期的変動電位を測定するプ
ラズマ電位測定方法において、前記プラズマ中に、先端信号導体を内部に有する絶縁管を
挿入し、この絶縁管内部で前記周期的変動電位を静電容量で分圧し、この分圧した電圧を
直流電圧に変換して出力し、この直流電圧出力とプラズマ電位との予め求めた相関に基づ
いて、プラズマの周期的変動電位を測定し、その際、プラズマと前記絶縁管との間に生ず
るシース容量（Cs）の変化が測定に及ぼす影響を抑制するために、前記先端信号導体と絶
縁管との間の浮遊容量を（Cp）とし、前記先端信号導体と絶縁管内部に備えた接地導体と
の間の容量を（Co）としたとき、Cp << Cs << Co　としてプラズマの周期的変動電位を測
定することを特徴とするプラズマ電位測定方法。
【請求項２】
　請求項１記載のプラズマ電位測定方法において、電磁ノイズが測定に及ぼす影響を抑制
するために、分圧した電圧を、ピークホールド回路とその後段に設けた整流回路によって
直流電圧に変換することを特徴とするプラズマ電位測定方法。
【請求項３】
　請求項１または２に記載のプラズマ電位測定方法において、前記直流電圧出力とプラズ
マ電位との予め求めた相関は、２乗検波特性を有することを特徴とするプラズマ電位測定
方法。
【請求項４】
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　請求項１ないし３のいずれか１項に記載のプラズマ電位測定方法において、測定対象の
プラズマが反応性ガスを用いてなることを特徴とするプラズマ電位測定方法。
【請求項５】
　請求項４記載のプラズマ電位測定方法において、反応性ガスが水素化シラン、ハロゲン
化シラン、水素化ゲルマン、ハロゲン化ゲルマン、炭化水素の少なくとも一つを含むガス
であることを特徴とするプラズマ電位測定方法。
【請求項６】
　請求項１ないし５のいずれか１項に記載のプラズマ電位測定方法において、測定対象の
プラズマを発生させる電源の周波数が1MHzないし500MHzであることを特徴とするプラズマ
電位測定方法。
【請求項７】
　請求項１ないし６のいずれか１項に記載のプラズマ電位測定方法において、出力電圧測
定は、信号線の電圧の直流成分のみ検知する電圧計により測定することを特徴とするプラ
ズマ電位測定方法。
【請求項８】
　請求項７記載のプラズマ電位測定方法において、前記電圧計は、高周波遮断フィルタを
用いて直流成分のみ検知するものであることを特徴とするプラズマ電位測定方法。
【請求項９】
　請求項７記載のプラズマ電位測定方法において、前記電圧計は、電圧の時間平均を求め
て直流成分のみ検知するものであることを特徴とするプラズマ電位測定方法。
【請求項１０】
　高周波電圧を印加することによって励起されたプラズマの周期的変動電位を測定するプ
ラズマ電位測定用プローブにおいて、プラズマ中に挿入されるプローブ外筒としての絶縁
管の内部に、先端信号導体と、前記絶縁管内部で前記周期的変動電位を静電容量で分圧す
るための分圧手段と、この分圧した電圧を直流電圧に変換して出力するための直流変換手
段と、測定信号を出力するための信号線と、接地導体とを備え、前記分圧手段は、前記先
端信号導体と絶縁管との間の浮遊容量（Cp）と、前記先端信号導体と前記接地導体との間
に設けた容量分圧用のコンデンサ（容量Co）とからなり、プラズマと前記絶縁管との間に
生ずるシース容量（Cs）の変化が測定に及ぼす影響を抑制するために、Cp << Cs << Coと
したことを特徴とするプラズマ電位測定用プローブ。
【請求項１１】
　請求項１０記載のプラズマ電位測定用プローブにおいて、前記（Cp）は（Cs）の十分の
一以下としたことを特徴とするプラズマ電位測定用プローブ。
【請求項１２】
　請求項１０または１１に記載のプラズマ電位測定用プローブにおいて、前記直流変換手
段は、整流回路からなり、この整流回路の前段にピークホールド回路を備えたことを特徴
とするプラズマ電位測定用プローブ。
【請求項１３】
　請求項１２記載のプラズマ電位測定用プローブにおいて、前記整流回路は、前記信号線
に直列に接続したダイオードと、この後段で前記信号線と接地導体とを接続するコンデン
サとからなることを特徴とするプラズマ電位測定用プローブ。
【請求項１４】
　請求項１２記載のプラズマ電位測定用プローブにおいて、前記ピークホールド回路は、
前記信号線に直列に接続したコンデンサと、この後段で信号線と接地導体を接続するダイ
オードとからなることを特徴とするプラズマ電位測定用プローブ。
【請求項１５】
　請求項１２ないし１４のいずれか１項に記載のプラズマ電位測定用プローブにおいて、
前記整流回路の後段に、信号線に直列接続した抵抗と、その後段に信号線と接地導体を接
続する抵抗とを備えたことを特徴とするプラズマ電位測定用プローブ。
【請求項１６】
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　請求項１０，１１，１３，１４のいずれか１項に記載のプラズマ電位測定用プローブに
おいて、前記コンデンサはセラミックコンデンサとしたことを特徴とするプラズマ電位測
定用プローブ。
【請求項１７】
　請求項１３または１４に記載のプラズマ電位測定用プローブにおいて、前記ダイオード
は点接触ダイオードとしたことを特徴とするプラズマ電位測定用プローブ。
【請求項１８】
　請求項１０ないし１７のいずれか１項に記載のプラズマ電位測定用プローブにおいて、
前記信号線に同軸ケーブルの中心導体を用い、接地導体に同軸ケーブルのシールドを用い
たことを特徴とするプラズマ電位測定用プローブ。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
　この発明は、高周波電圧を印加することによって励起されたプラズマの周期的変動電位
を測定するプラズマ電位測定方法とその測定用プローブに関する。
【０００２】
【従来の技術】
　周期的に電位の変動するプラズマ（以下、交流プラズマと呼ぶ。）、特に高周波プラズ
マは、プラズマＣＶＤやスパッタリングによる製膜、あるいはエッチング、アッシング、
表面改質など産業上の様々な分野で応用されている。いわゆるRFプラズマと呼ばれる13.5
6MHz以外に、20～500MHzのVHFあるいはUHFプラズマも最近使われている。
【０００３】
　プラズマの均一化を促進する上で必要となるのがプラズマの発生状態を測定する技術で
あり、プラズマの測定方法として、ラングミュアープローブと呼ばれるプローブ測定は簡
便な測定方法として良く知られている（例えば、特開平９－８２４８９号公報参照）。
【０００４】
　上記プローブは、先端に金属電極を有し、これに接続され、絶縁被覆された導電線をプ
ラズマ処理容器から外部に取出し、プラズマを発生するための一方の電極（接地電極）と
前記導電線との間に可変電圧電源と電流計を接続し、さらに接地電極と導電線との間であ
って、可変電圧電源と並列に電圧計を接続することにより、電流・電圧の測定値に基づい
て、プラズマ電位、電子温度、電子密度などを計測するものである。
【０００５】
　しかしながら、交流プラズマを、前記ラングミュアプローブで測定すると、プラズマの
電位の時間変動の影響を受けて、電圧電流特性が歪むため、プラズマ電位、電子温度、電
子密度といったプラズマパラメータを正確に求めることが困難である。具体的には、見掛
け上電子温度が高めになる場合が多い。
【０００６】
　さらに、前記ラングミュアプローブで反応性プラズマ、特に膜堆積を起こす水素化シラ
ンや炭化水素のプラズマを測定しようとすると、放電とともにプローブに流れる電流が減
少して、正常な測定ができなくなる問題もある。
【０００７】
　交流プラズマのプラズマパラメータを正確に求めるためには、プラズマ電位の時間変動
の振幅Vppを測定する必要がある。プラズマ電位の振幅を測定する方法として、キャパシ
タンスプローブを用いた手法が知られている。
【０００８】
　図６は、上記キャパシタンスプローブを用いる第１の従来例の概念的模式図を示す。ガ
ラス製の放電管１８の壁面と、プラズマ１の間にはシースができ、大きさCsのシース容量
１５ができる。放電管１８の外に設けたリング状導体１７と放電管１８の間に大きさCpの
浮遊容量１６がある。プラズマ電位の交流成分の振幅Vppは、1/Cs：1/Cpの割合で分圧さ
れ、Cpにかかる電圧Vcp=Vpp×Cs/(Cs+Cp)となる。
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【０００９】
　Csが一定で既知ならば、Vcpを交流電圧計１９で測定することによって、Vppを求めるこ
とができる。この場合、Cpをなるべく大きくして、交流電圧計１９に取出す信号電流を大
きくすることによって、電磁波等のノイズの影響を受け難くする。また、Cpを大きくする
ことで、設計以外の浮遊容量の影響を受けないようにする。
【００１０】
　しかしながら、周波数が高周波になった場合、シースに流れ込むイオン電流が周波数に
追随できなくなり、シース容量が不安定になる。特にCpを介して取出す信号電流が大きい
場合には、信号電流がプラズマおよびシースに擾乱を与えて、Csが変化してしまう。Csが
変化すると、VcpはCsの変化によって大きく変るので、もはやVppを求めることができなく
なる。
【００１１】
　図７は、前記キャパシタンスプローブを用いる第２の従来例の概念的模式図を示す。ガ
ラス等の絶縁管２１をプラズマ１内に挿入する。絶縁管２１とプラズマ１の間にシースが
発生し、大きさCsのシース容量１５ができる。絶縁管２１の内部を覆うように導体２０を
設ける。具体的には、絶縁管の内部に蒸着などで金属膜をつける。導体２０と絶縁管の間
に大きさCpの浮遊容量１６ができる。
【００１２】
　前記第１の従来例と同様に、Vpp が分圧されて、Vcp の電圧の信号が信号線２２より取
出され、図に示さない交流電圧計で測定される。この例においても、Cpを大きくすること
によって信号電流を大きくしてノイズの影響を受け難くしている。また、設計以外の浮遊
容量の影響を受け難くしている。しかし、第１の従来例と同様に、Csの変化の影響を受け
やすく、特に高周波プラズマの測定には不適当である。
【００１３】
【発明が解決しようとする課題】
　上記のように、交流プラズマを、前記簡便な測定方法として良く知られたラングミュア
プローブで測定すると、プラズマの電位の時間変動の影響を受けて、正確な測定が困難で
あり、半導体製膜技術に必要な反応性プラズマにおいては、放電とともにプローブに流れ
る電流が減少して正常な測定が望めない問題がある。
【００１４】
　さらに、交流プラズマのプラズマパラメータを正確に求めるためには、プラズマ電位の
時間変動の振幅Vppを測定する必要があり、プラズマ電位の振幅を測定する方法として、
キャパシタンスプローブを用いた手法が知られているが、プラズマ電位の時間変動の振幅
Vppを、浮遊容量Cpの大きい従来のキャパシタンスプローブで測定すると、シース容量Cs
の変化の影響をうけて、正常な測定ができない。特に高周波放電の場合は不適当である。
【００１５】
　この発明は、上記の点に鑑みてなされたもので、本発明の課題は、シース容量Csの変化
の影響をうけずに、高周波プラズマ電位の時間変動の振幅Vppを正確に測定可能なプラズ
マ電位測定方法と測定用プローブを提供することにある。
【００１６】
【課題を解決するための手段】
　前述の課題を達成するため、この発明は、高周波電圧を印加することによって励起され
たプラズマの周期的変動電位を測定するプラズマ電位測定方法において、前記プラズマ中
に、先端信号導体を内部に有する絶縁管を挿入し、この絶縁管内部で前記周期的変動電位
を静電容量で分圧し、この分圧した電圧を直流電圧に変換して出力し、この直流電圧出力
とプラズマ電位との予め求めた相関に基づいて、プラズマの周期的変動電位を測定し、そ
の際、プラズマと前記絶縁管との間に生ずるシース容量（Cs）の変化が測定に及ぼす影響
を抑制するために、前記先端信号導体と絶縁管との間の浮遊容量を（Cp）とし、前記先端
信号導体と絶縁管内部に備えた接地導体との間の容量を（Co）としたとき、Cp << Cs << 
Co　としてプラズマの周期的変動電位を測定することとする（請求項１の発明）。
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【００１７】
　また、請求項１記載のプラズマ電位測定方法において、電磁ノイズが測定に及ぼす影響
を抑制するために、分圧した電圧を、ピークホールド回路とその後段に設けた整流回路に
よって直流電圧に変換することとする（請求項２の発明）。
【００１８】
　さらに、請求項１または２に記載の記載のプラズマ電位測定方法において、前記直流電
圧出力とプラズマ電位との予め求めた相関は、２乗検波特性を有することとする（請求項
３の発明）。
【００１９】
　また、請求項１ないし３のいずれか１項に記載のプラズマ電位測定方法において、測定
対象のプラズマは、反応性ガスを用いてなることとする（請求項４の発明）。
【００２０】
　さらにまた、請求項４記載のプラズマ電位測定方法において、反応性ガスは、水素化シ
ラン、ハロゲン化シラン、水素化ゲルマン、ハロゲン化ゲルマン、炭化水素の少なくとも
一つを含むガスとする（請求項５の発明）。
【００２１】
　さらに、請求項１ないし５のいずれか１項に記載のプラズマ電位測定方法において、測
定対象のプラズマを発生させる電源の周波数は、1MHzないし500MHzとする（請求項６の発
明）。
【００２２】
　また、請求項１ないし６のいずれか１項に記載のプラズマ電位測定方法において、出力
電圧測定は、信号線の電圧の直流成分のみ検知する電圧計により測定する（請求項７の発
明）。さらに、請求項７記載のプラズマ電位測定方法において、前記電圧計は、高周波遮
断フィルタを用いて直流成分のみ検知するものとする（請求項８の発明）。さらにまた、
請求項７記載のプラズマ電位測定方法において、前記電圧計は、電圧の時間平均を求めて
直流成分のみ検知するものとする（請求項９の発明）。
【００２３】
　この発明の作用は、下記のとおりである。即ち、絶縁管内部で周期的変動電位を静電容
量で分圧し、例えば請求項２の発明のように、分圧容量を適切に選定することにより、詳
細は後述するように、測定電圧へのシース容量Csの変化の影響を抑制することができる。
【００２４】
　この場合、分圧によって測定電圧が小さくなり、電磁波ノイズの影響を受けて、正確な
測定が阻害される問題が生じ、特に、プラズマを発生させる電源の周波数が、RF、VHF、U
HFといった高周波のときに、このノイズの影響は顕著になる。
【００２５】
　しかしながら、この問題は、前記請求項１の発明によれば、容量分圧で取出した交流信
号を、電磁波の波長に比較して十分短い距離にある絶縁管内部において、直流電圧に変換
することによって解決できる。交流信号を直流信号に変換することによって、ノイズの影
響を減少することができる。また、直流電圧に変換した後の信号線に電磁波ノイズがのっ
た場合も、請求項７ないし９の発明のように、電圧測定器で直流成分のみ検知することに
よってノイズの影響を無くして、Vppの測定が可能となる。
【００２６】
　その際、請求項２の発明のように、整流回路を用いることによって、直流電圧に変換す
る。整流回路のみの場合は、信号線には容量分圧した電圧の1/2の直流電圧が検知される
。望ましくはピークホールド回路を整流回路の前段に用いることによって、信号線に容量
分圧した値そのものが直流電圧で検知される。すなわち、整流回路のみの場合に比べて２
倍の大きさの信号が得られ、よりノイズに対して強くなる。また、プラズマの交流電位が
正弦波でない場合も正確なVppを求めることができる。
【００２７】
　上記により、請求項４または５のように反応性ガスを用いたプラズマにおいて好適な測
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定が可能となる。後述する測定用のプローブは、プラズマのVppの信号を絶縁管の壁を介
して、変位電流で取出している。プラズマにさらされるのは絶縁管の外部で、内部の導体
はプラズマにさらされない。このため、絶縁管の厚さに対して無視できないほどの厚さの
膜が堆積しない限り、浮遊容量Cpは一定とみなすことができる。従って、膜堆積が起こる
反応性ガスを用いたプラズマにおいても、Vppの測定が可能である。
【００２８】
　また、請求項６の発明のように、周波数1MHzないし500MHzの高周波プラズマに対して、
さらに請求項３の発明のような相関によって、好適な測定が可能となる。詳細は、実験デ
ータとともに後述する。
【００２９】
　次に、前記測定方法を実施するための測定用プローブは、下記の発明により達成できる
。即ち、高周波電圧を印加することによって励起されたプラズマの周期的変動電位を測定
するプラズマ電位測定用プローブにおいて、プラズマ中に挿入されるプローブ外筒として
の絶縁管の内部に、先端信号導体と、前記絶縁管内部で前記周期的変動電位を静電容量で
分圧するための分圧手段と、この分圧した電圧を直流電圧に変換して出力するための直流
変換手段と、測定信号を出力するための信号線と、接地導体とを備え、前記分圧手段は、
前記先端信号導体と絶縁管との間の浮遊容量（Cp）と、前記先端信号導体と前記接地導体
との間に設けた容量分圧用のコンデンサ（容量Co）とからなり、プラズマと前記絶縁管と
の間に生ずるシース容量（Cs）の変化が測定に及ぼす影響を抑制するために、Cp << Cs <
< Coとしたものとする（請求項１０の発明）。
【００３０】
　上記請求項１０の発明の実施態様としては、下記請求項１１ないし１４の発明が好適で
ある。即ち、請求項１０記載のプラズマ電位測定用プローブにおいて、前記（Cp）は（Cs
）の十分の一以下としたものとする（請求項１１の発明）。
【００３１】
　さらに、請求項１０または１１に記載のプラズマ電位測定用プローブにおいて、前記直
流変換手段は、整流回路からなり、この整流回路の前段にピークホールド回路を備えたも
のとし（請求項１２の発明）、また、請求項１２記載のプラズマ電位測定用プローブにお
いて、前記整流回路は、前記信号線に直列に接続したダイオードと、この後段で前記信号
線と接地導体とを接続するコンデンサとからなるものとする（請求項１３の発明）。さら
に、請求項１２記載のプラズマ電位測定用プローブにおいて、前記ピークホールド回路は
、前記信号線に直列に接続したコンデンサと、この後段で信号線と接地導体を接続するダ
イオードとからなるものとする（請求項１４の発明）。
【００３２】
　前記請求項１０ないし１４の発明の作用については、概ね測定方法に関する発明におい
て説明したので、細部は、発明の実施の形態の項において述べる。
【００３３】
　さらに、ノイズ低減や広域測定を可能とする観点から、下記の発明が好適である。即ち
、前記請求項１２ないし１４のいずれか１項に記載のプラズマ電位測定用プローブにおい
て、前記整流回路の後段に、信号線に直列接続した抵抗と、その後段に信号線と接地導体
を接続する抵抗とを備えたものとする（請求項１５の発明）。
【００３４】
　整流回路後段に信号線に直列に抵抗を挿入することによって、プローブの外部のケーブ
ルからノイズが逆に侵入することを防止できる。また、信号線と接地導体の間に十分大き
い抵抗を挿入することによって、信号電流を最小に抑えるとともに、Vppの緩やかな変化
に追随することができる。
【００３５】
　また、前記請求項１０，１１，１３，１４のいずれか１項に記載のプラズマ電位測定用
プローブにおいて、前記コンデンサはセラミックコンデンサとする（請求項１６の発明）
。前記セラミックコンデンサは、広帯域のコンデンサであり、好適である。さらに、前記
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請求項１３または１４に記載のプラズマ電位測定用プローブにおいて、前記ダイオードは
点接触ダイオードとする（請求項１７の発明）。点接触ダイオードは、広帯域で動作可能
であり、好適である。
【００３６】
　さらにまた、前記請求項１０ないし１７のいずれか１項に記載のプラズマ電位測定用プ
ローブにおいて、前記信号線に同軸ケーブルの中心導体を用い、接地導体に同軸ケーブル
のシールドを用いるものとする（請求項１８の発明）。これによれば、ノイズの効果的な
除去がシンプルな構成によって実現できる。なお、同軸ケーブルは、２重シールドするの
が、ノイズ除去の観点から望ましい。
【００３７】
【発明の実施の形態】
　この発明の実施の形態について以下に述べる。
【００３８】
　先に、課題を解決するための手段の項において、この発明の作用に関し、その概要を説
明し、絶縁管内部で周期的変動電位を静電容量で分圧し、分圧容量を適切に選定するプロ
ーブ（以下、改良型キャパシタンスプローブという。）により、測定電圧へのシース容量
Csの変化の影響を抑制することができることと、交流信号を直流信号に変換することによ
って、ノイズの影響を減少することができることを述べた。最終的な実施の形態を述べる
前に、まず、上記の点に関して、以下に詳述する。
【００３９】
　図４に、改良型キャパシタンスプローブの概念的模式構成を示す。図４のプローブは、
ガラス等の絶縁管２の内部に、先端信号導体３、静電容量Coの容量素子（コンデンサ）４
、同軸ケーブル１３を備える。プラズマ１と絶縁管２との間にはシース１４が発生し、等
価的にCsの容量を持つシース容量１５となる。先端信号導体３と絶縁管２との間には、Cp
の容量をもつ浮遊容量１６がある。
【００４０】
　ここで、先端信号導体の大きさを十分小さくして、Cp<<Csとなるようにする。具体的に
は、同軸ケーブの芯線を数mm露出させたものを先端信号導体として利用した。この結果、
信号電流が小さくなり、プラズマおよびシースに与える擾乱を抑制して、Csの変化を最小
にすることができる。また、以下に示すように測定電圧がCsの変化に影響を受けなくなる
。
【００４１】
　図４は、等価回路として、Cs、Cp、C0を直列につないだ容量分圧回路になる。各容量に
は、プラズマ電位の交流成分の振幅Vppが、1/Cs：1/Cp：1/C0の割合で分圧され、C0にか
かる電圧Vc0は、Vc0=Vpp×[(1/C0)/(1/Cs+1/Cp+1/C0)]となる。Cp<<Csであり、Cs<<C0と
なるように容量素子４を選ぶと、Vc0≒Vpp×Cp/C0となる。すなわち、Vc0はCsの変化の影
響を受けなくなり、高周波放電においても測定が可能となる。従って、Vpp≒Vc0×C0/Cp
として、Vppを測定することができる。
【００４２】
　しかしながら、Cp<<Csとしたことによって、測定電圧であるVc0が小さくなり、実際の
プラズマのVppを測定しようとすると、プラズマや電源から発生する電磁波ノイズの影響
が無視できなくなる。平行平板電極を用いた場合、電極間に数十Vから数kVの高電圧がか
かり、強い電磁波が周りに放射される。特に電源周波数がRFやVHF、UHFの高周波になると
、プローブから電圧測定器（オシロスコープなど）までの信号線がアンテナとなって、電
磁波ノイズが侵入し、Vppの測定が不可能となる。場合によっては、実際のVppの信号成分
よりも電磁波ノイズで誘起される電圧の方が大きい。
【００４３】
　そこで、前述の請求項３の発明のように、電磁ノイズが測定に及ぼす影響を抑制するた
めに、分圧した電圧を、ピークホールド回路とその後段に設けた整流回路によって直流電
圧に変換する。この原理は、交流の電圧を測定する計器としての電子電圧計において知ら
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れている。図５は、この構成および出力波形の説明図を示す。
【００４４】
　図５（ａ）に示すように、ピークホールド回路と整流回路を組み合わせて、交流電圧の
振幅Vppを直流に変換して、電磁コイル等でVppに比例して指示針を振らせるものとする。
図５（ｂ）に示すように入力電圧Vinが正弦波の場合だけでなく、図５（ｃ）に示すよう
な任意の波形でもVppと同じ大きさの直流電圧としてVoutが出力される。電子電圧計は通
常数μVから最大数Vまでの範囲で、精度良くVppを測定するために用いられている。ただ
し、数10V～数kVの高電圧の測定や、電磁波ノイズの多い環境での測定を意図したもので
はない。しかしながら、この原理を、前記改良型キャパシタンスプローブに適用すること
により、シース容量Csの変化の影響を抑制しかつ、電磁波等のノイズの影響がない好適な
測定が可能となる。
【００４５】
　図１に、この発明の実施例に関わるプラズマ測定用プローブの概念的構成を示す。プラ
ズマ１の中に、絶縁管であるガラス管２を挿入する。ガラス管２の内部に、先端信号導体
３、容量分圧用のコンデンサ４を備える。コンデンサ５、ダイオード６でピークホールド
回路を形成する。その後段のダイオード７、コンデンサ８で整流回路を形成する。
【００４６】
　抵抗９はプローブの外部のケーブルからノイズが逆に侵入することを防止する目的で、
抵抗１０は信号電流を最小に抑えるとともにVppの緩やかな変化に追随する目的で用いら
れる。直流電圧に変換された信号は、信号線１１と接地導体１２の間の電圧として、同軸
ケーブル１３によって、図示しない電圧計に導かれる。プラズマ測定の際には、このプロ
ーブをプラズマ処理を行う容器に対して、図示しないシールパッキンを介して、気密に取
り付けられる。ピークホールド回路や整流回路が形成される環境は大気でよいが、同軸ケ
ーブルの取出し部には、適宜、機械的な支持とダストの侵入を防止する目的から、図示し
ない適当な封止部を設ける。なお、ガラス管２は、先端部を細径として段付管としている
が、原理的には、必須ではなく、分圧容量の関係や、前記ピークホールド回路および整流
回路をガラス管内に収納するための構造的な理由から、段付管としている。
【００４７】
　図１において、ガラス管２の周りには、シース１４が形成される。プラズマ電位の振幅
Vppは、シース容量１５、浮遊容量１６、コンデンサ４で、容量分圧される。容量分圧さ
れた信号は、前記ピークホールド回路、整流回路を経て、直流信号として同軸ケーブル１
３に出力される。
【００４８】
　プラズマに用いるガスにもよるが、シース容量１５の大きさCsは、約20～30pF、浮遊容
量１６の大きさCpは、約2pFであり、Cp<<Csが成り立つ。CpをCsの十分の一以下とするこ
とによって、Csの変化の測定電圧に与える影響を10%以下に抑えることができる。各キャ
パシタンスには、広帯域のコンデンサであるセラミックコンデンサを用いた。キャパシタ
ンス４は100pF、キャパシタンス５は10pF、キャパシタンス８は10nFを用いた。各ダイオ
ードには広帯域で動作可能な点接触ダイオードを用いた。抵抗９には1kΩ、抵抗１０には
100kΩを用いた。
【００４９】
　図２は、前記図１のプローブを用いて測定した、入力電圧に対する直流出力電圧の校正
例、即ち、直流電圧出力とプラズマ電位との相関を示す。13.6MHzから100MHzの周波数に
おいて、入力電圧Vppに対して、直流出力電圧は2乗検波特性を示す。
【００５０】
　図３は、前記プローブと測定方法を用い、高電圧電極(powered electrode)と接地電極(
grounded electrode)が平行に配置された、容量結合型プラズマCVD装置で発生した水素プ
ラズマを測定した一例を示し、前記両電極の間の位置を変えてプラズマ電位Vppを測定し
た結果を示す。横軸は両電極の間における位置（ｍｍ）を示し、縦軸はプラズマ電位Vpp
（Ｖ）を示す。電源周波数は13.6MHzと100MHzの2通りを示す。プラズマ発生時の圧力は67
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Pa、パワーは30Wである。
【００５１】
　プラズマ電位Vppは接地電極から約5mmの位置から約25mmの位置まで緩やかに上昇し、そ
れより高電圧電極に近づくと増加の割合が大きくなる。電源周波数が13.6MHzの場合、100
MHzよりもVppが約２倍と大きくなっている。本実施例によれば、周波数がRF領域である13
.6MHzおよび、VHF領域である100MHzにおいて、Vppを正確に測定することが可能であるこ
とが明らかであり、さらに、1MHzないし500MHzの範囲の高周波プラズマの測定が可能であ
る。
【００５２】
　前記の例では、水素プラズマの測定例を示したが、堆積性の反応ガスであるシランを用
いたプラズマでも同様に測定が可能であった。その他の反応性ガスでも測定が可能である
ことは言うまでもない。
【００５３】
　電圧の測定には、信号出力の直流成分のみ検知することが望ましく、具体的には、高周
波遮断フィルターを備えた電圧計を用いても良いし、デジタルオシロスコープなどで測定
電圧の時間平均値を求めても良い。
【００５４】
【発明の効果】
　上記のとおり、この発明によれば、高周波電圧を印加することによって励起されたプラ
ズマの周期的変動電位を測定するプラズマ電位測定方法において、前記プラズマ中に、先
端信号導体を内部に有する絶縁管を挿入し、この絶縁管内部で前記周期的変動電位を静電
容量で分圧し、この分圧した電圧を直流電圧に変換して出力し、この直流電圧出力とプラ
ズマ電位との予め求めた相関に基づいて、プラズマの周期的変動電位を測定し、その際、
プラズマと前記絶縁管との間に生ずるシース容量（Cs）の変化が測定に及ぼす影響を抑制
するために、前記先端信号導体と絶縁管との間の浮遊容量を（Cp）とし、前記先端信号導
体と絶縁管内部に備えた接地導体との間の容量を（Co）としたとき、Cp << Cs << Co　と
してプラズマの周期的変動電位を測定することにより、
　また、上記測定用プローブとしては、プラズマ中に挿入されるプローブ外筒としての絶
縁管の内部に、先端信号導体と、前記絶縁管内部で前記周期的変動電位を静電容量で分圧
するための分圧手段と、この分圧した電圧を直流電圧に変換して出力するための直流変換
手段と、測定信号を出力するための信号線と、接地導体とを備え、前記分圧手段は、前記
先端信号導体と絶縁管との間の浮遊容量（Cp）と、前記先端信号導体と前記接地導体との
間に設けた容量分圧用のコンデンサ（容量Co）とからなり、プラズマと前記絶縁管との間
に生ずるシース容量（Cs）の変化が測定に及ぼす影響を抑制するために、Cp << Cs << Co
としたものとすることにより、
　測定電圧へのシース容量Csの変化の影響を抑制することができ、さらに電磁波ノイズの
影響を減少することができる。これにより、高周波プラズマ電位の時間変動の振幅Vppを
正確に測定可能なプラズマ電位測定方法と測定用プローブを提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【図１】　この発明の実施例に関わるプラズマ電位測定用プローブの概念的構成を示す図
【図２】　この発明に関わる直流電圧出力とプラズマ電位との相関の一例を示す図
【図３】　この発明に関わり両電極の間における位置とプラズマ電位との関係を測定した
一例を示す図
【図４】　改良型キャパシタンスプローブの概念的構成を示す図
【図５】　電子電圧計の構成および出力波形の説明図
【図６】　従来例のキャパシタンスプローブの概念的構成を示す図
【図７】　従来例の異なるキャパシタンスプローブの概念的構成を示す図
【符号の説明】
　１：プラズマ、２：絶縁管（ガラス管）、３：先端信号導体、４，５，８：コンデンサ
、６，７：ダイオード、９，１０：抵抗、１１：信号線、１２：接地導体、１３：同軸ケ
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ーブル、１４：シース、１５：シース容量、１６：浮遊容量。

【図１】 【図２】

【図３】
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